
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 岩手県矢巾町 令和元年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

27,377 

27,266 

67.32 

14,127,097 

13,574,623 

465,079 

6,567,344 

13,360,158 

人(R2.1.1現在) 

人(R2.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

13.9 

143.9 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H27  Ⅴ－２  H28  Ⅴ－２  H29  Ⅴ－２   

H30  Ⅴ－２  R01  Ⅴ－２ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※令和2年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。 

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。 

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。 

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。 

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

財政力 

財政力指数 [0.68]  
類似団体内順位 

43/99 
全国平均 

0.51 
岩手県平均 

0.37 

財政力指数の分析欄 

 前年度と比較して0.1ポイント高い0.68となり、岩手県平均を0.31ポイン

ト上回り、類似団体平均を0.1ポイント上回っている。 

 主な要因として、固定資産税（家屋）、市町村民税（個人・法人）の増

収等による基準財政収入額の増が挙げられる。 

 コロナ禍の状況下で町税等の確保が難しい状況であるが、引き続き積極

的な企業誘致や人口増加施策を展開し、自主財源の確保に努める。 
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0.68 0.67 0.67 0.66 
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財政構造の弾力性 

経常収支比率 [99.7%]  
類似団体内順位 

99/99 
全国平均 

93.6 
岩手県平均 

94.2 

経常収支比率の分析欄 

 前年度と比較して1.2ポイント上昇しており、岩手県平均を5.5ポイント、類似団体平均を

8.2イント上回っている。要因として、歳入では町税等の経常一般財源収入は増加したも

のの、臨時財政対策債発行額の減などにより分母となる経常一般財源総額が減少した

ことに加え、歳出では下水道事業等への繰出金の増、矢幅駅周辺土地区画整理事業に

係る地方債償還金の増等の要因により、分子となる経常一般財源を充当する経費が増

加したことが挙げられる。 

 他団体と比較して数値が非常に高い状況であり、財政構造の硬直化が懸念されること

から、今後は自主財源の確保と事務事業の見直しにより、経常経費の圧縮に努める。 
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人件費・物件費等の状況 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [129,774円]  
類似団体内順位 

71/99 
全国平均 

135,880 
岩手県平均 

157,759 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄 

 前年度と比較して26,174円減少したものの、岩手県平均を27,985円、類似

団体平均を6,106円上回った。 

 要因として、人件費は前年度比1.2％の増となる一方で、物件費がふるさ

と納税の減収に伴う経費（返礼品購入費など）の減により、前年度比25.3％

の大幅減となったことが挙げられる。   

 引き続き適正な人員管理を行うとともに、事務事業の見直しや効率化に

により物件費のさらなる圧縮を図る。 
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給与水準   （国との比較） 

ラスパイレス指数 [97.8]  
類似団体内順位 

56/99 
全国市平均 

98.9 
全国町村平均 

96.4 

ラスパイレス指数の分析欄 

 前年度から1.0ポイント上昇し、全国町村平均を1.4ポイント、類似団体平

均を0.4ポイント上回っている。 

 町では、国・県の見直しに準じて適切に給与改定を実施しており、令和元

年度においてもラスパイレス指数は他団体と同水準となっている。 

 今後も国・県の動向や社会情勢に注視しながら、職務内容や職責に応じ

た給与水準となるよう適正化を図る。 
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定員管理の状況 

人口1,000人当たり職員数 [5.84人]  
類似団体内順位 

33/99 
全国平均 

8.03 
岩手県平均 

8.42 

人口1,000人当たり職員数の分析欄 

 前年度と比較して減少し、岩手県平均及び類似団体平均を下回っている。 

 本町では、指定管理者制度の活用や公立保育園の民営化等、定員適正化の取

り組みを早期に実施してきたことにより、他団体と比較して少ない職員数となって

いるが、新たな行政需要や事務事業に対応するため、各職員の業務量が過大と

なっており、人員確保が必要となっている。 

 厳しい財政状況であることから、今後も引き続き事務事業の見直しや業務改善

行い、人員配置の適正化を図りながら、適正な定員管理に努める。 
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公債費負担の状況 

実質公債費比率 [13.9%]  
類似団体内順位 

98/99 
全国平均 

5.8 
岩手県平均 

11.2 

実質公債費比率の分析欄 

 前年度と比較して1.0ポイント上昇し、岩手県平均を2.7ポイント、類似団体平均を7.3ポイ

ント上回っている。要因として、一般会計に係る元利償還金及び下水道事業に係る公営

企業債の償還財源充当繰入金の増により、平成30年度単年度比率が4.5ポイントの増と

なったことが挙げられる。 

 過去の投資的事業に係る町債の償還が順次開始され、当面の間単年度比率が上昇す

る見込であり、３カ年平均である実質公債費比率も上昇する見込みであることから、 

町債発行規模の適正化や投資的経費及び公債費の平準化を図るとともに、公営企業及

び一部事務組合の財政状況も注視しながら、健全な財政運営に努める。 
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将来負担の状況 

将来負担比率 [143.9%]  
類似団体内順位 

99/99 
全国平均 

27.4 
岩手県平均 

57.5 

将来負担比率の分析欄 

 前年度と比較して24.8ポイント上昇し、岩手県平均を86.4ポイント、類似団体平均を

116.5ポイント上回っている。 要因として、岩手医科大学付属病院の周辺道路や踏切改

修事業などの投資的経費の増に対応するため、前年度に引き続き償還額を超える借入

を行ったことに加え、基金残高の減少により償還充当財源が減少したことが挙げられる。 

  今後、投資的経費は大規模事業が一段落したことに加え、財政健全化の一環として当

面抑制して実施する方針であり、町債についても新規借入額が償還額を超えない見込み

であることから、比率は今後減少に転ずると考えられる。 

  適正規模の基金造成及び地方交付税措置のある地方債の活用による充当可能財源

の確保を図りながら、計画的な財政運営に努める。 
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 岩手県矢巾町 令和元年度 

経常収支比率の分析 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

27,377 

27,266 

67.32 

14,127,097 

13,574,623 

465,079 

6,567,344 

13,360,158 

人(R2.1.1現在) 

人(R2.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

13.9 

143.9 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H27  Ⅴ－２  H28  Ⅴ－２  H29  Ⅴ－２   

H30  Ⅴ－２  R01  Ⅴ－２ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

人件費 類似団体内順位 
37/99 

全国平均 
25.6 

岩手県平均 
22.9 

人件費の分析欄 

 前年度と比較して0.3ポイント減少し、岩手県平均を1.7ポイント、類似団体

平均を1.5ポイント下回っている。要因として、平成30年度に退職者増により

大幅増となっていた退職手当負担金が減となったことが挙げられる。 

 町では、国・県の見直しに準じて適切に給与改定を実施していることから

近年は増加傾向であるが、指定管理者制度の活用や公立保育園の民営化

等、定員適正化の取り組みを早期に実施してきたことにより、他団体と比較

して低い状況となっている。 

 厳しい財政状況であることから、今後も引き続き、事務事業の見直しや業

務改善、人員配置の適正化を図りながら、人件費の抑制に努める。 
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物件費 類似団体内順位 
56/99 

全国平均 
15.0 

岩手県平均 
15.4 

物件費の分析欄 

 前年度と比較して0.2ポイント上昇しており、岩手県平均を2.9ポイント、類

似団体平均を0.6ポイント上回っている。 

 要因として、各種業務委託料及び電算機器に係る等賃借料の増が挙げら

れる。 

 町では、人件費が他団体と比較して低い状況である一方で、公共施設の

指定管理料、業務の効率化や新規施策の展開に伴う委託料等の増加によ

り、近年は物件費の増加傾向が続いている。 

 今後は事務事業の見直しや効率化により、物件費全体の圧縮を図る。  
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扶助費 類似団体内順位 
36/99 

全国平均 
13.1 

岩手県平均 
10.0 

扶助費の分析欄 

 前年度と比較して1.1ポイント低下し、岩手県平均より1.4ポイント、類似団

体平均を1.1ポイント下回っている。 

 要因として、歳出では扶助費全体で増加しているものの、歳入において保

育所運営費交付金等児童福祉費に係る特定財源が増加したことが挙げら

れる。 

 町では、子ども子育て支援施策を積極的に実施しているほか、高齢化が

進んでいることにより、近年は扶助費の増加傾向が続いている。 

 事務事業の見直しによる各種給付・助成の適正化、町民の健康増進施策

の推進により、扶助費の抑制に努める。 
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8.6 

9.5 9.6 

8.2 7.8 

その他 類似団体内順位 
14/99 

全国平均 
13.1 

岩手県平均 
13.1 

その他の分析欄 

 前年度と比較して1.1ポイント減少しており、岩手県平均を1.7ポイント、類似

団体平均を2.5ポイント下回っている。比率の内訳は、繰出金が9.3ポイント、維

持補修費が2.1ポイントである。 

 要因として、道路橋りょうに係る維持補修費が減少したことが挙げられる。道

路橋りょう等のインフラ及び公共施設等については計画的な維持補修を実施し、

財政負担が偏らないよう配慮する。 

 また、繰出金においても医療や介護サービス等に係る給付費の増加に伴って

国民健康保険事業・介護保険事業・後期高齢者医療の各特別会計への繰出

金も増加することから、今後の動向に注視しながら、適切な財政運営に努める。 

(%) 

27.0 

24.0 

21.0 

18.0 

15.0 

12.0 

9.0 

6.0 

3.0 

21.8 

8.0 

13.9 
14.5 14.8 14.7 14.3 

R01 H30 H29 H28 H27 

11.4 12.5 
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補助費等 類似団体内順位 
95/99 

全国平均 
10.3 

岩手県平均 
13.5 

補助費等の分析欄 

 前年度と比較して1.1ポイント上昇しており、岩手県平均を8.4ポイント、類似団

体平均を7.9ポイント上回っている。 大きな要因として、下水道事業に対する負

担金の増が挙げられる。本町では公共下水道・農業集落排水事業や一部事務

組合に対する負担金のほか、子ども子育て支援や移住定住、主要産業である

農業等の各種支援施策の充実を図ってきたことにより、他団体と比較して高い

状況となっている。 

  厳しい財政状況であることから、特に町単独補助については、事業内容や各

団体の財務状況等を精査しながら、定期的な見直しや補助期限の設定、段階

的な廃止を検討し、補助金・負担金の適正化を図る。 
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公債費 類似団体内順位 
89/99 

全国平均 
16.5 

岩手県平均 
19.3 

公債費の分析欄 

 前年度と比較して1.2ポイント増加しており、岩手県平均を1.0ポイント下

回っているものの、類似団体平均を4.8ポイント上回っている。 

 要因として、矢幅駅周辺土地区画整理事業に係る町債の元利償還金の

増が挙げられる。同事業に係る町債の償還は今後数年間がピークであり、

この期間は公債費が増加する見込みである。 

 今後も町債発行規模の適正化や投資的経費及び公債費の平準化を図り

ながら、健全な財政運営に努める。 
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18.3 17.1 17.2 16.6 
17.5 

公債費以外 類似団体内順位 
74/99 

全国平均 
77.1 

岩手県平均 
74.9 

公債費以外の分析欄 

 前年度と数値に変化はないが、岩手県平均を6.5ポイント、類似団体平均

を3.4ポイント上回っている。 

 物件費及び補助費等に係る経常収支比率の割合が他団体と比較して特

に高い状況であり、経常収支比率全体を押し上げている状況である。 

 財政構造の硬直化が懸念されることから、今後は自主財源の確保と事務

事業の見直しにより経常経費の圧縮に努める。 

(%) 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

50.0 

87.0 

59.2 

78.0 
77.4 77.0 

76.9 

74.3 

R01 H30 H29 H28 H27 

81.4 
81.4 

78.4 

76.8 

77.1 
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,525,402 55,718 56,845 ▲ 2.0
5,538 202 5,922 ▲ 96.6

212,550 7,764 8,264 ▲ 6.1
420 15 284 ▲ 94.7

- - 20 -
37,083 1,355 2,517 ▲ 46.2
8,984 328 1,185 ▲ 72.3

▲ 116,291 ▲ 4,248 ▲ 4,726 ▲ 10.1
1,673,686 61,135 70,311 ▲ 13.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

5.84 6.54 ▲ 0.70
97.8 97.4 0.4

（注）人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,250,926 45,693 31,480 45.1

- - - -

- - 0 -

470,504 17,186 9,510 80.7

82,917 3,029 2,191 38.2

138,005 5,041 905 457.0

- - 0 -

▲ 43,176 ▲ 1,577 ▲ 3,197 ▲ 50.7

▲ 943,909 ▲ 34,478 ▲ 28,113 22.6

955,267 34,893 12,777 173.1
※令和2年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H27 2,292,278 84,583 ▲ 7.9 49,919 ▲ 6.3 ▲ 1.6

うち単独分 394,668 14,563 ▲ 44.6 26,398 ▲ 8.7 ▲ 35.9
 H28 1,052,700 38,641 ▲ 54.3 47,738 ▲ 4.4 ▲ 49.9

うち単独分 463,383 17,009 16.8 24,937 ▲ 5.5 22.3
 H29 2,203,794 80,513 108.4 52,191 9.3 99.1

うち単独分 712,497 26,030 53.0 24,843 ▲ 0.4 53.4
 H30 2,523,547 92,373 14.7 47,387 ▲ 9.2 23.9

うち単独分 464,034 16,986 ▲ 34.7 24,928 0.3 ▲ 35.0
 R01 3,060,063 111,775 21.0 51,264 8.2 12.8

うち単独分 634,686 23,183 36.5 26,040 4.5 32.0
 過去５年間平均 2,226,476 81,577 16.4 49,700 ▲ 0.5 16.9

うち単独分 533,854 19,554 5.4 25,429 ▲ 2.0 7.4

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

 H27  H28  H29  H30  R01

（円） 
人口1人当たり決算額の推移 

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 
岩手県矢巾町 令和元年度 

当該団体値 類似団体内平均値 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

(円) 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

160,000 

43,280 

139,978 

70,311 
69,997 69,242 68,586 67,305 

R01 H30 H29 H28 H27 

61,135 
59,475 58,578 56,577 57,756 

人口1人当たり決算額の推移 当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

-6,239 

40,408 

12,777 
12,925 12,950 12,895 11,838 

R01 H30 H29 H28 H27 

34,893 

25,708 24,748 
27,907 29,520 
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（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 岩手県矢巾町 令和元年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

27,377 

27,266 

67.32 

14,127,097 

13,574,623 

465,079 

6,567,344 

13,360,158 

人(R2.1.1現在) 

人(R2.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

13.9 

143.9 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H27  Ⅴ－２    H28  Ⅴ－２    H29  Ⅴ－２     

H30  Ⅴ－２    R01  Ⅴ－２ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

人件費 

類似団体内順位 
51/99 

全国平均 
73,533 

岩手県平均 
77,228 

(円) 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

35,709 

113,277 

56,845 
56,489 55,995 55,845 55,347 

R01 H30 H29 H28 H27 

55,718 
55,159 53,057 51,419 49,234 

物件費 

類似団体内順位 
19/99 

全国平均 
61,326 

岩手県平均 
78,882 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

36,808 

139,868 

60,998 
61,370 58,043 

58,329 53,709 

R01 H30 H29 H28 H27 

71,843 

96,414 

60,018 

52,188 49,626 

維持補修費 

類似団体内順位 
13/99 

全国平均 
5,182 

岩手県平均 
7,027 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

276 

21,078 

3,607 
3,721 3,810 3,494 3,500 

R01 H30 H29 H28 H27 

6,132 

9,550 
11,253 

5,677 
7,588 

扶助費 

類似団体内順位 
22/99 

全国平均 
108,719 

岩手県平均 
95,364 

(円) 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

160,000 

39,517 

131,302 

71,536 
67,936 67,749 65,364 

59,709 

R01 H30 H29 H28 H27 

82,236 
82,011 80,349 

74,734 71,406 

補助費等 

類似団体内順位 
10/99 

全国平均 
43,110 

岩手県平均 
84,157 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

12,927 

144,833 

45,525 
44,987 43,168 45,581 41,924 

R01 H30 H29 H28 H27 

72,756 
57,617 57,277 63,085 68,382 

普通建設事業費 

類似団体内順位 
12/99 

全国平均 
61,819 

岩手県平均 
130,665 

(円) 

0 

200,000 

400,000 

600,000 

800,000 

7,066 

623,768 

51,264 
47,387 52,191 

47,738 

49,919 

R01 H30 H29 H28 H27 

111,775 92,373 80,513 

38,641 

84,583 

普通建設事業費 （ うち新規整備 ） 

類似団体内順位 
67/99 

全国平均 
17,703 

岩手県平均 
68,530 

(円) 

0 

200,000 

400,000 

600,000 

800,000 

0 

563,824 

12,987 

15,505 

15,492 15,151 

24,245 

R01 H30 H29 H28 H27 

3,244 

18,819 

4,358 692 

58,355 

普通建設事業費 （ うち更新整備 ） 

類似団体内順位 
5/99 

全国平均 
32,285 

岩手県平均 
43,437 

(円) 

0 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

250,000 

2,939 

165,101 

29,324 
23,490 26,896 24,185 17,888 

R01 H30 H29 H28 H27 

102,118 

62,197 
48,462 

26,436 23,852 

災害復旧事業費 

類似団体内順位 
49/99 

全国平均 
3,671 

岩手県平均 
24,164 

(円) 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

0 

418,006 

2,025 
1,494 682 1,778 

955 

R01 H30 H29 H28 H27 

89 
63 139 91 

7,570 

失業対策事業費 

類似団体内順位 
1/99 

全国平均 
0 

岩手県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

R01 H30 H29 H28 H27 

0 
0 0 0 0 

公債費 

類似団体内順位 
16/99 

全国平均 
42,519 

岩手県平均 
60,735 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

13,654 

114,181 

31,670 
32,131 31,916 31,746 29,731 

R01 H30 H29 H28 H27 

45,693 43,036 
49,269 

41,503 
47,601 

積立金 

類似団体内順位 
21/99 

全国平均 
13,064 

岩手県平均 
39,565 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

129 

103,066 

12,407 

20,418 16,141 

14,042 14,070 

R01 H30 H29 H28 H27 

21,313 

19,243 
9,153 

21,360 
30,199 

投資及び出資金 

類似団体内順位 
39/99 

全国平均 
1,821 

岩手県平均 
4,005 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

0 

22,572 

1,515 1,143 1,077 871 614 

R01 H30 H29 H28 H27 

128 

128 0 0 0 

貸付金 

類似団体内順位 
45/99 

全国平均 
8,060 

岩手県平均 
4,040 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

0 

25,832 

1,345 
1,380 1,367 1,529 1,202 

R01 H30 H29 H28 H27 

511 
549 548 624 664 

繰出金 

類似団体内順位 
90/99 

全国平均 
40,355 

岩手県平均 
46,441 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

22,389 

73,873 

38,966 
40,333 42,075 42,051 42,226 

R01 H30 H29 H28 H27 

27,647 

27,096 25,726 26,034 26,531 

前年度繰上充用金 

類似団体内順位 
1/99 

全国平均 
2 

岩手県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

R01 H30 H29 H28 H27 

0 
0 0 0 0 

性質別歳出の分析欄 

 義務的経費では、人件費が類似団体平均を下回ったものの、扶助費及び公債費が類似団体平均を上回っている。 

 要因として、扶助費は子ども・子育て関連の児童福祉費が増加していること、公債費は過去の投資的事業への対応に伴う町債発行により、単年度公債費負担が他団体と比較して高い状況であることが挙げられる。 

 その他の経費では、補助費等の一人当たりのコストが特に高い状況となっているほか、普通建設建設事業（更新整備）の一人当たりコストが類似団体より高い状況である。 

 要因として、補助費等は下水道事業会計等への繰出金の増、普通建設事業費は岩手医科大学付属病院の周辺道路整備事業や踏切改修、小中学校のトイレ洋式化等により増加している。 

 性質別経費全体として、類似団体平均を上回る経費が多いため、効率的な事象実施による経費の削減、普通建設事業の計画的な実施による負担の平準化を検証する必要がある。 
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（6）市町村目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 岩手県矢巾町 令和元年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

27,377 

27,266 

67.32 

14,127,097 

13,574,623 

465,079 

6,567,344 

13,360,158 

人(R2.1.1現在) 

人(R2.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

13.9 

143.9 

％ 

％ 

％ 

％ 

市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H27  Ⅴ－２    H28  Ⅴ－２    H29  Ⅴ－２     

H30  Ⅴ－２    R01  Ⅴ－２ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。 

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。 

議会費 

類似団体内順位 
20/99 

全国平均 
2,658 

岩手県平均 
4,034 

(円) 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

2,341 

6,663 

3,810 
3,800 3,824 3,844 

4,091 

R01 H30 H29 H28 H27 

4,765 4,727 4,640 4,543 
4,848 

総務費 

類似団体内順位 
10/99 

全国平均 
54,294 

岩手県平均 
105,740 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

210,000 

29,867 

172,003 

54,079 65,190 
57,159 53,835 53,639 

R01 H30 H29 H28 H27 

94,196 

114,829 

70,686 
60,233 66,627 

民生費 

類似団体内順位 
39/99 

全国平均 
171,106 

岩手県平均 
161,419 

(円) 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

210,000 

240,000 

98,001 

213,460 

129,659 

123,786 124,525 

121,953 

114,534 

R01 H30 H29 H28 H27 

134,059 130,922 126,737 

121,450 

119,112 

衛生費 

類似団体内順位 
55/99 

全国平均 
37,431 

岩手県平均 
44,800 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

18,131 

115,035 

31,953 31,219 

33,586 

37,277 
32,706 

R01 H30 H29 H28 H27 

28,121 
26,620 

38,049 

32,086 30,289 

労働費 

類似団体内順位 
23/99 

全国平均 
760 

岩手県平均 
1,430 

(円) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

0 

4,389 

440 
415 475 471 574 

R01 H30 H29 H28 H27 

710 637 
1,177 

746 816 

農林水産業費 

類似団体内順位 
13/99 

全国平均 
10,817 

岩手県平均 
34,701 

(円) 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

491 

98,456 

10,184 
11,452 10,945 10,684 9,265 

R01 H30 H29 H28 H27 

25,855 23,398 22,179 
29,345 27,397 

商工費 

類似団体内順位 
66/99 

全国平均 
14,104 

岩手県平均 
17,515 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

842 

131,148 

6,864 
6,750 6,101 6,117 6,528 

R01 H30 H29 H28 H27 

3,049 
3,726 3,288 3,311 4,571 

土木費 

類似団体内順位 
4/99 

全国平均 
50,374 

岩手県平均 
107,880 

(円) 

0 

200,000 

400,000 

600,000 

800,000 

13,554 

627,967 

39,004 
39,756 40,884 39,773 38,704 

R01 H30 H29 H28 H27 

96,071 90,511 72,727 49,549 
93,478 

消防費 

類似団体内順位 
82/99 

全国平均 
15,254 

岩手県平均 
23,442 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

9,253 

43,494 

17,398 16,801 15,996 16,509 16,083 

R01 H30 H29 H28 H27 

13,336 
12,135 

14,326 

9,673 11,508 

教育費 

類似団体内順位 
46/99 

全国平均 
59,313 

岩手県平均 
66,286 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

180,000 

210,000 

22,862 

164,684 

50,535 45,967 48,066 44,324 46,026 

R01 H30 H29 H28 H27 

49,898 

32,634 
24,084 22,826 

29,565 

災害復旧費 

類似団体内順位 
49/99 

全国平均 
3,673 

岩手県平均 
24,218 

(円) 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

0 

418,438 

2,025 
1,494 683 1,778 

955 

R01 H30 H29 H28 H27 

89 
63 139 91 

7,570 

公債費 

類似団体内順位 
16/99 

全国平均 
42,573 

岩手県平均 
60,739 

(円) 

0 

30,000 

60,000 

90,000 

120,000 

150,000 

13,654 

114,181 

31,671 
32,132 31,916 31,746 29,731 

R01 H30 H29 H28 H27 

45,693 43,036 
49,269 

41,503 
47,601 

諸支出金 

類似団体内順位 
5/99 

全国平均 
823 

岩手県平均 
69 

(円) 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

0 

3,281 

81 26 52 58 71 

R01 H30 H29 H28 H27 

0 
0 0 0 0 

前年度繰上充用金 

類似団体内順位 
1/99 

全国平均 
2 

岩手県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

R01 H30 H29 H28 H27 

0 
0 0 0 0 

目的別歳出の分析欄 

 多くの項目において一人当たりのコストが類似団体平均と比較して高い状況であり、特に総務費、土木費、公債費の金額が特に高い。 

 要因として、総務費はふるさと納税事業の推進に伴う歳入増に比例して経費（返礼品購入費等）が増加していること、土木費は岩手医科大学付属病院の周辺道路整備事業や踏切改修事業等により増加していることが挙げられる。また、公債費は過去の普通建設事業

等に係る町債の償還金が増加している。 

 一方で、衛生費、消防費が類似団体平均及び県平均と比較して金額が低い状況である。 
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H27 H28 H29 H30 R01

29.16 26.65 20.23 20.52 11.54

6.32 6.11 7.29 7.27 7.08

▲ 0.31 ▲ 2.60 ▲ 1.98 0.35 ▲ 9.13

財政調整基金残高

実質収支額

実質単年度収支

-15.00

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H27 H28 H29 H30 R01

分析欄 

（7）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 令和元年度 岩手県矢巾町 

標準財政規模比（％） 

 実質収支比率は、平成26年度以降は6％台で推移してきたが、平成29年度以降は7％

を超える比率となっており、望ましいとされる3～5％の目安を超過している。 

 財政調整基金残高比率は、令和元年度は11.54％となっている。町では、適正な基金規

模として標準財政規模比で10％程度を目安としており、基準を満たした残高である。しかし、

近年一般財源の不足分を基金で補てんする対応が続いており残高が減少している。現在

の歳出規模が継続し、基金取り崩しによる財政運営が続いた場合は基金の枯渇が懸念さ

れる。 

  実質単年度収支比率は、基金繰入が多額となったことからマイナス9.13％と大きく減少

した。適正な基金残高を維持し実質単年度収支をプラスとするため、事務事業の選択と集

中により、歳出規模の適正化を図る必要がある。 
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H27 H28 H29 H30 R01

6.32 5.59 3.80 2.99 7.48

7.22 5.20 6.50 5.94 7.44

6.29 5.81 7.18 7.33 7.13

0.80 1.29 1.88 2.41 1.98

1.89 1.71 0.74 0.77 0.34

0.06 0.08 0.06 0.03 0.05

2.30 1.67 0.04 0.00 0.00

0.02 0.02 0.02 0.04 0.00

- - - - -

- - - - -

※令和2年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

矢幅駅西地区保留地処分事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

下水道事業会計

水道事業会計

一般会計

介護保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

矢幅駅周辺土地区画整理事業特別会計

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

赤
字
額
 

黒
字
額
 

H27 H28 H29 H30 R01

分析欄 

（8）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 令和元年度 岩手県矢巾町 

標準財政規模比（％） 

 連結実質赤字比率は、一般会計、全ての特別会計及び公営企業会計

において黒字で推移していることから、比率は算出されていない。 

 今後も引き続き全会計において歳入の確保及び歳出の抑制を図り、健

全な財政運営に努める。 
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（百万円）

分子の構造
年度 H27 H28 H29 H30 R01

1,177 1,131 1,174 1,176 1,251

- - - - -

- - - - -

409 424 305 335 471

153 133 107 69 83

95 113 120 128 138

- - - - -

1,035 1,039 1,028 1,006 987

799 762 678 702 956

※1 令和2年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考） （百万円）

年度
H26末 H27末 H28末 H29末 H30末

（注）減債基金残高のうち、実質公債費比率の算定に用いる満期一括償還地方債の償還の財源として積み立てた額に係るもののみを記入。

　　　減債基金積立金の年度を超えた一般会計又は特別会計への貸付額は控除して記入。

算入公債費等(B) 算入公債費等

(A)－(B) 実質公債費比率の分子

※2　減債基金
　　積立状況等

減債基金残高（注）

減債基金積立相当額

元利償還金等(A)

元利償還金

減債基金積立不足算定額※2

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

（9）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 令和元年度 岩手県矢巾町 

分析欄 
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H27 H28 H29 H30 R01

（百万円） 

 元利償還金は、前年度と比較して75百万円増加してい

る。要因として、矢幅駅周辺土地区画整理事業特別会計

に係る元利償還金の増が挙げられる。 

 また、下水道事業会計の元利償還金に係る繰入金、一

部事務組合が借り入れた地方債に係る元利償還金も増

加しているほか、定住促進利子補給金の増により債務負

担行為に基づく支出額も増えている。 

  一方で地方交付税に算入される公債費は減少してい

る。  

 過去の投資的事業への対応に伴う町債発行により、単

年度公債費負担が他団体と比較して高いことから、町債

発行規模の適正化や投資的経費及び公債費の平準化を

図るとともに、公営企業及び一部事務組合の財政状況も

注視しながら、健全な財政運営に努める。 

分析欄 

本町では、満期一括償還地方債を発行していな

い。 
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（百万円）

分子の構造
年度 H27 H28 H29 H30 R01

13,205 12,827 12,822 12,942 13,360

4,383 1,696 1,610 1,523 1,436

5,424 5,286 5,049 4,476 4,775

528 405 497 617 545

761 692 741 676 631

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

2,928 2,884 2,336 2,211 1,608

305 262 219 176 133

10,952 11,073 11,153 11,181 10,913

10,116 6,686 7,010 6,666 8,092

※令和2年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

充当可能財源等(B)

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

(A)－(B) 将来負担比率の分子

将来負担額(A)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額
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H27 H28 H29 H30 R01

分析欄 

（10）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 令和元年度 岩手県矢巾町 

（百万円） 

 将来負担額は、前年度と比較して513百万円増加した。 

 要因として、岩手医科大学付属病院の周辺道路整備事業

や踏切改修工事等の投資的経費の大幅増に対応するため、

償還額を超える町債の新規発行により町債現在高は増加し

たことが挙げられる。 

  充当可能財源等は、前年度と比較して914百万円減少し

た。 

  要因としては、投資的事業の集中や新たな行政需要に対

する施 策の拡充等による歳出増に伴う基金の取り崩しによ

り、充当可能基金が大きく減少したことに加え、交付税措置さ

れる地方債に係る基準財政需要額算入見込額が減少したこ

とが挙げられる。 

 

 今後も町道整備事業や公共施設の長寿命化等が控えてお

り、町債の新規発行が続く見込みである。加えて、基金の適

正残高の維持及び地方交付税措置のある地方債の活用に

よる充当可能財源の確保を図るとともに、公営企業及び一部

事務組合の財政状況も注視しながら、計画的な財政運営に

努める。 
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（百万円）

区分 年度 H29 H30 R01

1,323 1,346 758

30 30 30

688 625 648

237 237 237

221 186 219

85 85 85

104 88 76

15 15 15

2,040 2,001 1,436

ふるさと基金

畜産振興基金

基金残高合計

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

教育施設整備基金

公共施設等総合管理基金

芸術文化振興基金

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H29 H30 R01

（11）基金残高（東日本大震災分を含む）に係る経年分析（市町村） 令和元年度 岩手県矢巾町 

（百万円） 

（増減理由） 

 大規模投資事業の継続実施とふるさと納税の急激な減収により不足する一般財源総額を確保するため、財政調整基金及び特定目的基金につ

いて1,148百万円の取り崩しを行った一方、財政調整基金への積み立ては424百万円に留まり、前年度比588百万円の減となった。特定目的基金

は町有地売払収入を公共施設等総合管理基金に積み立て、総額で前年度比23百万円の増となった。 

 

（今後の方針） 

 近年、大規模投資的事業の集中や新たな行政需要に対する施策の拡充等による歳出増に伴う一般財源の不足を補てんするため、基金取り崩

しによる対応が続いていることから、積立基金残高が徐々に減少している。現在の歳出規模が継続し、基金取り崩しによる財政運営が続いた

場合、今後数年間で基金の枯渇が懸念される。 

 今後各種経費の削減、事業の見直しを行うことで歳出規模を縮小し、本町本来の歳入に見合った予算規模とすることで財政調整基金に頼ら

ない財政運営を目指す。 

 

 

 

 

基金全体 

（基金の使途） 

・教育施設整備基金は、教育施設の整備に要する経費の財源に充てることとしている。 

・公共施設等総合管理基金は、町が所有するすべての資産の維持管理、処分等に関する一連の過程における資金に充てることとしている。 

・ふるさと基金は、自ら考え自ら行う地域づくり事業に要する経費の財源に充てることとしている。 

・芸術文化振興基金は、芸術文化の振興を図る経費の財源に充てることとしている。 

・畜産振興基金は、畜産の振興を図る経費に充てることとしている。 

・福祉基金は、高齢者、障がい者及び児童等の保健福祉の増進を図る経費の財源に充てることとしている。 

 

（増減理由） 

 令和元年度の各基金の増減理由は下記のとおり。 

・公共施設総合管理基金は、公共施設等の長寿命化等に係る経費に充当する一方で町有地売却収入を積み立て、前年度と比較して基金残高は
33百万  

 円増加している。 

・ふるさと基金は、コミュニティ施設整備事業等に充当したことから、前年度と比較して基金残高は12百万円減少している。 

 

（今後の方針） 

・教育施設整備基金は、今後見込まれる小・中学校施設や教育文化施設の老朽化に伴う大規模改修・建替等に備え、計画的に積立を行う。 

・公共施設等総合管理基金は、今後見込まれる公共施設の老朽化に伴う長寿命化、維持補修に備え、計画的に積立を行う。 

・ふるさと基金は、地域づくりに資する事業の財源として活用頻度の高い基金であることから、積極的に積立を行う。 

・芸術文化振興基金は、長期にわたって塩漬けとなっており、趣旨に沿った積立金の活用や見直しに向けて、関係団体等と検討を行う。 

その他特定目的基金 

（増減理由） 

 令和元年度は大規模投資事業の継続実施とふるさと納税の急激な減収により不足する一般財源総額を確保するため、1,012百万円の取り崩しを行っ

た一方で、積立は424百万円に留まり、前年度比43.7％減となった。 

（今後の方針） 

 本町では、財政調整基金の適正規模を標準財政規模の10％程度としており、令和元年度の標準財政規模に対する残高比率は11.5％と基準を満たして

いる状況である。 

 しかし、近年は大規模投資的事業の集中や新たな行政需要に対する施策の拡充等による歳出増に伴う一般財源の不足を補てんするため、基金の取り

崩しが続いていることから、残高は徐々に減少している。このまま現在の歳出規模が継続し、基金取り崩しによる財政運営が続いた場合、今後数年間で

基金の枯渇が懸念される。 

 今後各種経費の削減、事業の見直しを行うことで歳出規模を縮小し、本町本来の歳入に見合った予算規模とすることで財政調整基金に頼らない財政

運営を目指す。 

 

財政調整基金 

（増減理由） 

 令和元年度、町債の繰上償還等は行っておらず、基金の取り崩しは行っていない。 

 また、基金への積立は利子分のみである。 

 

（今後の方針） 

 本町では、満期一括償還地方債は発行していないほか、比較的に利率が高い起債については繰上償還を実施した。 

 このことから、現在は投資的事業の集中や新たな行政需要に対する施策の拡充等による歳出増に伴い、一般財源総額を確保するため、財政調整基金

を優先して積み立てをを行っている。 

 今後も引き続き、財政調整基金や特定目的基金の積立を優先としながらも、後年度支払利子及び単年度公債費の負担軽減の観点から、バランスを考

慮しながら減債基金への積立を行い、公債費負担の軽減に努める。 

 

 

減債基金 
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